
１．重要な会計方針

  (1)有価証券の評価基準及び評価方法

       満期保有目的の債券については取得原価法による。満期保有目的以外の債券については

     期末日の市場価格等に基づく時価法による。

  (2)固定資産の減価償却の方法

       定額法による。

  (3)引当金の計上基準

       退職給付引当金…退職給付引当金は期末退職給与の要支給額に相当する金額を計

                       上している。

       互助会拠出金返付預り金…正会員が“互助会拠出金”として拠出している総額を計

                               上している。

       会館管理拠出金返付預り金…正会員が“会館建設基金拠出金”として拠出している

                                 総額を計上している。

  (4)消費税等の会計処理

       税込方式による。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は，次のとおりである。

科　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 基本財産                                                

― 0 0 0 0

小　計 0 0 0 0

 特定資産

   退職給付引当資産 14,824,576 1,329,000 0 16,153,576

   徳島大会積立資産 4,000,000 1,000,000 0 5,000,000

   互助会返付金引当資産 1,477,889,216 88,769,289 145,431,746 1,421,226,759

   会館管理返付金引当資産 603,277,761 73,912,504 171,385,000 505,805,265

   徳島県教育会館建替資金 453,103,408 110,000,000 0 563,103,408

   徳島県教育会館修繕積立資金 18,000,000 5,000,000 0 23,000,000

小　計 2,571,094,961 280,010,793 316,816,746 2,534,289,008

合　計 2,571,094,961 280,010,793 316,816,746 2,534,289,008

財務諸表に対する注記

 (単位：円)



３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

    基本財産及び特定資産の財源等の内訳は，次のとおりである。

 基本財産                                                 

― 0 (0) (0) (0)

小　計 0 (0) (0) (0)

 特定資産

   退職給付引当資産 16,153,576 (0) (0) (16,153,576)

   徳島大会積立資産 5,000,000 (0) (5,000,000) (0)

   互助会返付金引当資産 1,421,226,759 (0) (0) (1,421,226,759)

   会館管理返付金引当資産 505,805,265 (0) (0) (505,805,265)

   徳島県教育会館建替資金 563,103,408 (0) (563,103,408) (0)

   徳島県教育会館修繕積立資金 23,000,000 (0) (23,000,000) (0)

小　計 2,534,289,008 (0) (591,103,408) (1,943,185,600)

合　計 2,534,289,008 (0) (591,103,408) (1,943,185,600)

４．固定資産の取得価格，減価償却累計額及び当期末残高

    固定資産の取得価格，減価償却累計額及び当期末残高は，次のとおりである。

科　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

  建物 1,104,808,637 650,290,362 454,518,275

  構築物 2,038,365 1,363,685 674,680

  工具器具備品 54,460,414 49,212,530 5,247,884

  電話加入権 250,000 0 250,000

　ソフトウェア 2,864,710 541,842 2,322,868

合　計 1,164,422,126 701,408,419 463,013,707

(単位：円)

(単位：円)
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